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研究成果の概要（和文）：札幌市における都市空間構造の再編を人口構成の変化と都市問題の発

生状況から確認し、地域の優先課題を解決するための行政機関と地域住民の取り組みを評価し

た。 
 
研究成果の概要（英文）：I confirmed reorganization of the space structure in Sapporo from 

the changes of population composition and the outbreak of urban problems, and evaluated 

activities of local administrations and inhabitants to solve local priority issues. 
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード：社会調査、都市問題、コミュニティ、まちづくり、地域福祉、生涯学習、町内会 
 
１．研究開始当初の背景 
 札幌市では少子高齢化・人口の都心回帰・
都市財政の逼迫といった現象が発生してい
たが、大半の住民活動は行政からの要請に応
じて、恣意的かつ地域横並び的に実施されて
おり、問題解決の効果が低かった。 
 
２．研究の目的 
札幌市における都市空間構造の再編を人
口構成の変化と都市問題の発生状況から確
認し、地域優先課題を解決するための行政機

関と地域住民の取り組みを評価する。 
 
３．研究の方法 
(1)2007 年度は、都市問題の発生状況とコミ
ュニティ活動に関する市内 87 地区別の統計
データを収集・加工し、社会地図とコミュニ
ティカルテを作成した。 
(2)2007 年度から 2009 年度にかけて、市内
15 地区で住民参加型のワークショップをコ
ーディネートし、（1）の研究成果に基づく地
域優先課題の確認とその解決策の検討を行
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った。 
(3)2009 年度は、札幌市民を対象とする質問
紙調査を実施し、地域優先課題の認識とコミ
ュニティ活動への関心について尋ね、その地
理的分布を分析した。 
 
４．研究成果 
（1）札幌市の社会地図 
人口構成・世帯構成・婚姻・就労・通勤通

学・婚姻・居住・地価・まちづくり活動等の
データを収集し、統計解析を施し、札幌市の
社会地図を作成した。 
 まちづくりセンター所管の 87 地区を、都
市マスタープランの住宅地カテゴリー｢高度
利用・一般・郊外｣の面積比に基づいて分類
した（図 1）。その結果、①都心 29 地区、②
中間 29 地区、③郊外 29地区の同心円構造が
浮かび上がった。 
 近年、札幌では、都心地域のオフィス街・
問屋街がマンション街に変貌を遂げた。郊外
地域では、清田区南部・北区北部で新興住宅
街が形成される一方、高齢化が著しい厚別区
の一部と南区で人口が減少した（図 2）。 
この人口変動は、都心の再開発と郊外の一

戸建て住宅建設から取り残された高齢単身
世帯の急増を伴ったため（図 3）、福祉・除雪・
防犯・防災といった高齢化と深くかかわる地
域課題の重要性を高めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 は市内 87 地区のまちづくりセンター
が関わるコミュニティ活動の事業数を表し
ている。各地区の平均年齢と事業数の間には、
相関係数は 0.300 と緩やかながら、有意確率
0.005 の正の相関が認められた。地域活動の
要が町内会であり、町内会活動の主な担い手
が元気な高齢者であることは多くの地区に
該当する事実である。 
 そこで、「高齢化が進んだ都心と郊外地区
では高齢者による高齢者のための活動が盛
んである」という仮説のもと、コミュニティ
活動の種類をクラスター分析にかけた（図 5）。
しかし、都市空間位置および高齢化とコミュ
ニティ活動の間には関連性が見られず、市内
10 区の境界線内における地域横並び的なコ
ミュニティ活動の実施が明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 人口変動率 1998-2007 

図 1 都市空間位置 

図 5 地域優先課題 

図 3 高齢単身世帯比率 2005 

図 4 まちづくり事業数 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 青葉地区のコミュニティカルテ 

 
（2）市内 87 地区のコミュニティカルテ 
 図 6は札幌市内でもっとも高齢化が進んで
いる厚別区青葉地区のコミュニティカルテ
である。ただし、青葉地区の 2007 年の老年
人口率は 31.96％であるものの、2000 年から
2007 年の間の高齢単身世帯増加率は+4.85％
で 84 位であった。このようにコミュニティ 
カルテでは人口･就労･住宅･地価のデータに
87 地区中の順位をつけて表示し、さらに都市
空間位置と地域優先課題のタイプを記し、ま
ちづくりセンターが関わる主なコミュニテ
ィ活動の名称を列挙した。左側のデータから
地域の問題状況を把握した上で、その解決策
として右側の事業が役立っているか否かを、
行政関係者および地域住民が議論できるよ
うに配置を工夫している。 
 
（3）市内 15 地区のワークショップ 
 社会地図とコミュニティカルテをもとに、
15 地区の行政関係者と地域住民を対象とす
るワークショップをコーディネートした。対
象地区は以下の通りで、いずれも札幌市社会
福祉協議会とのタイアップにより開催した。 
① 青葉地区（厚別区）、2007.12.11 
② 東札幌地区（白石区）、2008.10.8 
③ 北野地区（清田区）、2008.10.26 
④ 屯田地区（北区）、2008.12.6 
⑤ 清田地区（清田区）、2009.2.4 
⑥ 厚別区 5地区、2009.3.19 
⑦ 篠路地区（北区）、2009.3.25 
⑧ 西町地区（西区）、2009.9.3 
⑨ もみじ台地区（厚別区）、2009.10.24 
⑩ 新琴似西地区（北区）、2009.11.25 
⑪ 美園地区（豊平区）、2010.02.24 

 このうち、最初の青葉地区では図 6のデー
タと、筆者が青葉地区住民を対象として実施
した質問紙調査（2007 年 7月、札幌市保健福
祉局総務部総務課からの委託）の結果に基づ
き、以下のテーマで講演を行った。 
① 現状認識の転換 
少子高齢化・人口減少が市内で最も著し
い地区であり、行政・大学・シンクタンク・
ＮＰＯ などの専門家の協力が得やすい。  
② コミュニティ活動の特徴 
市営住宅と一戸建て住民の共有空間であ
る青葉中央公園の環境美化運動を通して、
住民間の交流を図り、殺伐としがちな安全･
安心の見回り･見守り活動を和やかに展開
している。 
③ 合意形成の方法 
公営住宅／一戸建て、高齢者／子育て世
代／若者、といった垣根を取り払ったワー
クショップを開催し、優先課題についての
合意を形成する。  
④ 優先課題の提案 
地域防災、個人情報の管理体制、福まち
活動の広報、関連団体・外部機関との交流、
などが有力である。  
 
 この講演を受けて、住民は小グループでの
ディスカッションを行い、「高齢化率№1であ
ることを逆手に取って、地域内の公園におけ
る緑化推進イベントや、素人芝居による地域
福祉活動の意識啓発といった楽しい活動を
積極的にＰＲし、地域のイメージを明るくす
る」という方針が打ち出された。 
 他の地区でも、同様のワークショップによ
って、客観的なデータを踏まえた合意形成が
始まり、地域特性に応じた優先課題と対応策
の選択が促進された。 
 
（4）札幌市民の地域優先課題の認識 
 地域優先課題の検討には、人口等の客観的
データばかりではなく、住民の主観的ニーズ
を踏まえた議論が必要である。そこで、2009
年 12 月に、北海道新聞の読者モニターのう
ち札幌市民を対象とする WEB調査を実施した。
対象者は性別･年齢の構成比率による層化 2
段抽出法によって選ばれた 600 名で、そのう
ち 467 名の回答が得られた（77.8％）。 
 質問は地域課題の優先順位と解決の取組
への評価および、対象者自身の生涯学習・社
会参加・地域貢献への関心と実践などに及ん
だが、このうち本稿では地域課題の認識につ
いて報告する。 
都心･中間･郊外地域の住民に、自宅から徒
歩 20 分圏内の居住地区でうまく行っている
と思うことと（図 7）、これから力を入れるべ
きことを尋ねたところ（図 8）、①除雪は評価
が高いが、ニーズも高く、さらなるサービス
改善が求められている。②犯罪のない安全で 



 

 

 図 7 うまく行っていること 

 
図 8 これから力を入れるべきこと

 

図 9 ボランティア活動への関心 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

安心なまちづくりと③高齢者福祉は、地域
に関わらず評価が低く、ニーズが高く、した
がって優先度が高いことが明らかになった。
④ごみ･資源回収については都心地域におい
て評価が低く、ニーズが高く、優先度が高い。 
 
（5）札幌市民のボランティア活動への関心 
 上記の WEB 調査では、町内会など既存の住
民組織以外のチャンネルを生かしたコミュ
ニティ形成の可能性を探るため、幅広くボラ
ンティア活動への関心を尋ねた。因子分析に
よって析出された 7 つの因子のうち、「福祉
志向」「地域志向」「環境志向」と呼べる因子
では、男女差と世代差が認められた。顕著で
あったのは、50 代女性の福祉志向、中高年男
性の地域志向、全世代の女性の環境志向の強
さである（図 9）。 
 
（6）まとめ 
市役所の財政難と住民自治の機運の高ま
りにより、筆者が主張する「住民自身による
優先課題の選択と集中的な取り組み、および
これに対する行政の支援」の必要性は自明の
ものとなった。 
以上の研究成果を受けて、2010 年度から

札幌市市民まちづくり局市民自治推進室が
市内 87 地区の地域特性およびコミュニティ
活動の調査を実施し、コミュニティカルテを
整備することになり、筆者もこれに参画する
ことになった。（1）（2）の客観的なデータ提
供と、（3）のコミュニティ支援が評価された
と理解している。 
 （4）の調査結果については今後さらに詳
細な分析を行い、論文発表と研究成果の地域
還元の機会を増やして行きたい。 
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